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適格請求書発行事業者登録番号の入力・確認 

①適格請求書発行事業者登録番号 

インボイス制度の開始に伴い、適格請求書発行事業者の登録申請をおこない、適格請求書発行事業

者として登録された際に発行された登録番号を入力してください。 

登録番号は、『適格請求書発行事業者の登録通知書』で確認できます。 

通知書の確認方法（会計事務所） 
 

『ｅ-ＰＡＰ電子申告』グループメニュー内『02．国税 申告処理』『03.

国税 申請処理』⇒『36．通知書等一覧』から、通知書の確認がおこな

えます。 

トップメニュー内『12．顧問先情報』⇒『01．顧問先基本情報』 【顧問先・納税者】 

通知書に記載されている登録番号を入力してください。 

【顧問先・納税者】 

 

 

 

 

 

 

 

  電子申告の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 

章 
１ 

『31 顧問先基本情報』で   マークが付いている項目を入力します。代理送信の場合は、【電子 ID・関与税理

士】画面の「関与税理士」欄に代理送信をおこなう税理士を設定します。税理士本人の申告をする場合は関与

税理士の欄は空欄にします。※下の画面以降にも   マークが付いている項目のある画面があります。 

顧問先基本情報 
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②消費税の設定 

【消費税】画面の『適格請求書発行事業者情報』欄に、【顧問先・納税者】で入力した「適格請求書

発行事業者登録番号」が表示されます。 

事業年度に適格請求書発行事業者の登録開始年月日（『適格請求書発行事業者情報』欄の「開始年月

日」）が含まれる場合は、【適格請求書発行事業者前・後】が設定できます。 
 

例）事業年度：令和５年 1月１日～令和５年１２月３１日 

令和５年９月３０日までは免税事業者、１０月１日から課税業者(簡易課税)に変更になった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【適格請求書発行事業者前】 
事業年度の途中で変更できない項目は、区分がグレー
アウトして、選択できません。 

  
2 割特例   

消費税申告書で２割特例を適用する場合は、【帳表様式選択画面】で設定します。 

 
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0023008-043.pdf 
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事業年度に『顧問先基本情報』【消費税】の『適格請求書発行事業者情報』欄の「開始年月日」が含

まれる場合は、グループメニュー内『01．事前登録処理』⇒『31．基本情報登録・訂正』 【消費

税処理設定】で、【適格請求書発行事業者前】【適格請求書発行事業者後】の設定がおこなえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【適格請求書発行事業者前】…事業年度の途中で変更できない項目は、設定を変更できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年一括振替計算方法  

 

 

 

 

税込の仕訳伝票の消費税額の計算方法を選択します。 

「消費税の算出方法」で“積上計算方式”または“売上：割戻計算方式、仕入：積上計算方式”

を選択する場合は、“積上計算”を選択してください。 

※【Ver.R05.1】より前のバージョンでは、“割戻計算”の対応でした。 

割戻計算・・・税込仕訳の税込金額を合計して計算 

積上計算・・・税込仕訳の消費税額を合計して計算 

e-PAP財務会計【Ver.R05.2】 

『01.事前登録処理』→『31．基本情報登録・訂正』 ２ 
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Ｐｏｉｎｔ 
期中から適格請求書発行事業者になる場合

は、期末の帳表出力や消費税申告書の作成時

に、免税業者の消費税計算処理を「しない」

に設定してください。 

 

 

★ 

 
★ 
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簡易課税（期の途中で免税事業者から課税事業者となる場合） 
令和 5 年 10 月 1 日～12 月 31 日までの期間 

→売上税額：割戻計算、仕入税額：簡易課税 

 

 

2 割特例 
令和 5 年 1 月 1 日～9 月 30 日までの期間は免税事業者（税込経理） 
令和 5 年より簡易課税制度を選択する旨の届出書を提出済 
売上税額：割戻計算 
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簡易課税 
令和 5 年 1 月 1 日～9 月 30 日までの期間 
   →売上税額：割戻計算、仕入税額：簡易課税 
令和 5 年 10 月 1 日～12 月 31 日までの期間 

→売上税額：積上計算、仕入税額：簡易課税 
 

 
事業分類を選択していて
も、チェックはつかずに表
示されます。 
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0 

 

 
 
 

３-１ 消費税申告書を出力する前に 
 

 ① 基準期間の課税売上高 の登録・確認 
『43.前期・前々期消費税情報登録』  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②この課税期間の課税売上高⑮ について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

免税期間の課税売上高含め、「課税売上高+免税売
上高」の金額も記載する必要があります。 

 

３ 
 

第 

e-PAP財務会計【Ver.R05.2】『03 消費税管理処理』 
章 

新規で使用されるデータに、基準期間の課税売上高や前期分、前々期分の消費税に関する情報を

登録できる処理です。 

 

e-PAP 財務会計で仕訳を入力されている場合は、財務会計システムの『51.消費税情報入力』にて、

仕訳伝票より算出して帳表様式の選択や申告書の作成がおこなえます。 

申告書に出力されます。 

 

他『消費税税額計算書』の「前期末実績」

「前々期末実績」欄に出力されます。 

簡易課税 

申告書⑮欄に記載する必要はありません。 

 

2割特例 
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３-２ 消費税申告書入力 ～ 簡易課税 ～ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期間指定】 

 

 

 

 
       
 

【帳表様式選択】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        
 

 

課税期間内の合計の画面 

消費税の税額計算処理が終了すると、課税期間内の合計が事業別に表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

【帳表様式選択】は『51.消費税情
報入力』画面からおこなえます。 

 

Ｐｏｉｎｔ 
期中に免税事業者から課税事業者に変更した
場合は、メッセージが表示されます。 
消費税申告書「この課税期間の課税売上高⑮」
に免税期間の課税売上高を足した金額を入力し
てください。 

 

9 月までが免税事業者の場合、 
10月 1日以降分の消費税が集計されます。 
 
※集計時にメッセージが表示される場合
があります。 

Ｐｏｉｎｔ 
インボイス制度対応の消費税申告書を作
成する場合は『令和 5 年 10 月改正様式』
を選択して作成してください。 
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【消費税情報入力】 

【付表５－３（簡易課税）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【付表４－３（簡易課税）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【消費税申告書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『50．帳表様式選択』の「中小事業者の税額計算の特例の様式選択」の「課税資産
の譲渡等の対価の額の計算表〔軽減売上割合（１０営業日）を使用する課税期間
用〕」が“使用する”の場合は、上書訂正可能項目（水色）になります。 
［Ｆ５：上書切替］で訂正することもできます。 

【付表５－３】で入力した内容が表示されます。 

2 割特例はここでチェックをいれても適用さ
れません。 

2 割特例を選択したほうが良いかどうかの
確認は、【消費税申告書】を作成して、「消
費税及び地方消費税の合計税額［26］」を
ご確認（比較）ください。 

売上金額から売上対価の返還等の金額を直接
減額する方法により経理している場合は、 
この欄に記載する必要はありません。 

・課税期間が正しいかご確認ください。 

・免税期間分も合計して⑮欄を記載します。 
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Ｐｏｉｎｔ② 

 

『31.基本情報登録・訂正』で上記の設定している場合、計算期間は 1 月～13 月（全期間）で 
指定していただくと 10 月以降分の消費税額が算出されます。 

 ３-３ 消費税申告書入力 ～２割特例 ～ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期間指定】 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【帳表様式選択】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐｏｉｎｔ① 
免税事業者→適格請求書発行事業者に変更の場合
等で、2 割特例を未選択の場合にメッセージが表示
されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【帳表様式選択】は『51.消費税情報入力』
画面からおこなえます。 

2 割特例を選択する、にチェックをすると、
グレーアウトします。 

9 

Ｐｏｉｎｔ③ 
インボイス制度対応の消費税申告書を作成 
する場合は、令和 5 年 10 月改正様式を選択
して作成してください。 
“2 割特例を選択する”の区分が表示され
ます。 
 



【消費税情報入力】 

【付表６ 税率別消費税額計算表】 

『帳表様式選択』の「2 割特例を選択する」を選択（✓）している場合に、表示・作成可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【消費税申告書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・【帳表様式選択】の「2 割特例を選択する」
を選択した場合は、選択された状態になり
ます。この画面では変更できません。 

・簡易課税の選択欄は、記載不要のため表示さ
れません。 

 売上金額から売上対価の返還等の金額を直接
減額する方法により経理している場合は、この
欄に記載する必要はありません。 

・課税期間が正しいかご確認ください。 

・2 割特例では⑮欄の記載は不要です。 
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３-４ 申告書のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑮免税期間分も合計して記載 
2 割特例では⑮欄の記載は不要 

2 割特例では選択し
ていても非表示 

課税期間の範囲が正しいこと
を確認 

『43.前期・前々期消費税情報登録』
で登録可能 

2 割特例か簡易課税かは選択を切り替えて確認 

「一連番号」の削除に伴い、
『※税務署処理欄』のレイア
ウトを変更 

『01．帳表様式選択』の「2 割特例を選択
する」を選択（✓）している場合に〇 

 

入力できる文字数 10 文字に 
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参考リンク：消費税及び地方消費税の確定申告の手引き（2 割特例用） 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0023008-043.pdf 



３-５ ２割特例を適用するかどうかの税額確認方法 

 

「2 割特例を選択する」を選択していない状態と、選択した状態で、それぞれ『消費税申告書』

を作成し、確認（比較）します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

➀「2 割特例を選択する」を選択（✓）している状態で、『51．消費税情報入力』【付表６】を

作成し、【消費税申告書】を作成して、「消費税及び地方消費税の合計税額［26］」を確認

（比較）します。 

【付表６】 

 

 

 

 

 

 

 

➁「2 割特例を選択する」を選択していない（□）状態で、『51．消費税情報入力』【消費税申

告書】を作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

➂ 金額を比較後、2 割特例ではなく簡易課税を選択する場合は、再度集計するタイミングで免

税期間の課税売上高が消える(課税期間分の課税売上高が表示される)ため、忘れずに再入力し

てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【消費税申告書】 

「2 割特例を選択する」を選択している
（☑）状態の金額と比較します。 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/shinkoku/shohi/pdf/007.pdf 

 

「消費税及び地方消費税の合計税額」
の金額を控えておいてください。 
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４－１ 『02.個人決算からのデータ引用』 

 『e-PAP 個人決算』で入力しているデータを『e-PAP 消費税』の『課税取引金額計算表』の 

「決算額 A」欄へ引用する処理です。 

『e-PAP 個人決算』で入力しているデータを『e-PAP 消費税』の新様式の【課税取引金額計算表】に 

引用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費税申告システム『02 個人決算システムからのデータ引用』を選択します。 

業種ごとの決算書から損益計算書データを取り込むための画面が表示されます。同じ顧問先 No の 

顧問先が初期値として設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

 注意  

本年中に免税事業者から課税事業者になった場合の免税期間の金額は、「11 消費税情報入力」 

課税取引金額計算表の「A のうち課税取引にならないもの B」欄に課税取引にならないものの

金額と一緒に入力してください。 

 

“確認”ボタンを選択すると、引用をおこ

なって[消費税申告システムメニュー]に

戻ります。 

 

４ 
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e-PAP消費税申告 個人決算システムから引用 
して作成する場合 
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※引用すると．．． 
『e-PAP 個人決算』の『21．青色申告決算書入力／収支内訳書入力』【損益計算書】の金額が、

【課税取引金額計算表】の「決算額 A」へ引用されます。 

引用後、   の部分を入力してください。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

『e-PAP 個人決

算』で空欄行以

外の科目名の変

更をおこなって

いる場合は移行

されません。 

 

引
用 

消費税申告システム『11 消費税情報入力』 

金額が引用

されます。 

引用されないため、課税期間分（令和 5 年

10 月～12 月）を入力してください。 

 

免税期間の金額は、課税取引にならない

ものの金額と一緒に入力してください。 
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４－２ 『11.消費税情報入力』 

[消費税申告システムメニュー]より『11.消費税情報入力（簡易課税）』を選択します。 

   入力画面ツリーより、必要な画面のみにあらかじめチェックをつけておくと便利です。 

 
（１）新様式「課税取引金額計算書等」 

  [事業]課税取引計算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２）簡易課税 付表 

【付表５－３】（【付表４－３】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示されていない箇所はスクロールで確認できます 

財務会計（一般）で消費税申告書を表示した場合、
財務会計から算出された金額が表示されます。 
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（３）付表６ 消費税システムで直接作成する場合 

【付表６】 

『01．帳表様式選択』の「2 割特例を選択する」を選択（✓）している場合に、表示・作成可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（４）消費税申告書 P.11 参照 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ｑ 簡易課税で付表 5-3の「2種類以上の事業を営む事業者の場合」の各欄が入力できないのですが？ 

■財務会計システムを使用している場合 

財務会計システム『01 事前登録処理』→「31 基本情報登録・訂正」で【消費税処理設定】 

画面を表示してください。 

「事業分類区分」を“分類する”に設定し、「事業名入力」で該当の事業にチェックを入れてください。 

その後、付表 5-3の入力画面で「2種類以上の～」の各欄が入力できることをご確認ください。 

【付表５－３ 入力画面】 

■消費税申告システムを使用している場合 

消費税申告システムメニューの画面上部 

  顧問先基本情報 をクリックしてください。 

顧問先基本情報の【消費税】画面を表示して、「事業分類区分」を“分類する”に設定し、 

「事業名入力」で該当の事業にチェックを入れてください。 

～テクニカルセンターニュース 2024年 3月号よくある質問より～ 

Ａ 
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 ４－３ 還付金振込に係る通知区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【消費税申告書】“還付金振込に係る通知について、e-Tax による通知を希望する”の区分がありま

す。国税庁、e-Tax のホームページを参照ください。 

 
 
 
 
 
 
 

 

通知書の確認方法（会計事務所） 
 

『e-PAP 電子申告』グループメニュー内『02．国税 申告処理』『03.国

税 申請処理』⇒『36．通知書等一覧』から、通知書の確認がおこなえ

ます。 

＜確定申告（所得税・消費税）＞      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

還付金処理状況の確認方法（会計事務所） 

『e-PAP 電子申告』グループメニュー内『02．国税 申告処理』⇒

『41．還付金処理状況確認』から、処理状況の確認がおこなえます。 

 

 

還付金振込通知の電子化について 

 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/koho/campaign/r6/Feb/04.htm 

https://www.e-tax.nta.go.jp/kakunin/kanputuuchi.htm 

 

 

＜法人税＞ 

 

 

マイナンバーカードが必要 顧問先の電子証明書が必要 
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 ４－４ 『21.提出資料出力』 

  [消費税申告システムメニュー]より『21.提出資料出力』で消費税申告書、付表などの出力を 

おこないます。 
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テクニカルセンターニュース 2024年 2月号付録より ５－１ 電子申告データ作成 
※所得税電子申告で説明していますが、消費税電子申告についても操作は同じになります。 

トップメニュー⇒『02 個人処理』⇒顧問先選択⇒『22 電子申告』⇒グループメニュー【02 国税 申告処理】⇒『32 

電子申告データ作成』を選択します。※各サブシステムメニュー『98 国税』からでも同じ画面を開くことができます。 

 

 

 

７ 以上で電子申告のデータ作成処理は終了です。 

１ 

① 提出データの指定 

電子申告をおこなう手続きにチェックを入れます。財産債務調書（及び同合

計表）は所得税とは別の手続きになります。 

※税理士本人の申告では税務代理権限証書は不要です。 

⑤ 申告データ作成 をクリックします。 

※ファンクションキーの Ｆ５申告データ作成 でも同じ動作をします。 

 

 ⑦完了メッセージが表示されますので ＯＫ をクリックします。 

４  ④ データチェックをおこなう 
データ作成時に、データが送信可能な 
データかチェックをおこなう場合にチェック 
を入れます。※次頁ポイントを参照 

 

＜操作手順＞ 

② 提出日 

処理日付が自動表示されます。日付を変更されたい場合は 

“入力しない”のチェックを外し変更します。 

 
 ③ 所得税の送付書を作成する・所得税の決算書を作成する 

送付書、決算書を作成する場合はチェックをつけます。 

 
２ ３ 

５ 

 ※POINT    

サブシステムで作成された帳表の「提出区分」の“電子”“提出省略”に自動的に

チェックがつきます。自動表示されたチェックの状態を変更する場合、 

「提出区分 自動設定解除」のチェックをつけます。 

 

Ｆ５ 特記事項  

選択すると、『特記事項』欄にカーソルが位置付きます。  

６ 

⑥ ③の手順でチェックを入れた場合、送付書登録画面が表示され、 

送信（送付）書類名ごとの該当欄にチェックを入れます。     

   ・電子申告をおこなうもの ・添付省略するもの 

  ・イメージデータ（PDF）で提出するもの ・郵送等で提出するもの 

チェックが完了したら Ｆ１０ 開始 をクリックします。 

e-PAP電子申告【Ver.R05.6】 ５ 
第 

章 
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電子申告不要の帳表を削除する場合 

５－２ 電子申告データ確認 
電子申告データ作成で作成されたデータを確認します。 

＜操作手順＞ 

[帳表一覧]から電子申告不要の帳表を削除する場合は、 F６ 帳表別削除 をクリックします。 

[帳表別削除]画面にて、不要な帳表の左の「削除」にチェックを入れて OK をクリックし、 

確認メッセージは、 はい  をクリックします。 

 

※一度削除した帳表を再度表示させるには、再度電子申告データ作成をおこなってください。 

 

 

以上で電子申告データの確認処理は終了です。 

電子申告データは紙で出力した帳表と内容に若干違いがあります！ 

 国税庁が指定する電子申告データ様式に準じているためです。 

紙出力と違う箇所については画面右下の  「【ヘルプ】サブシステムデータと電子申告データの違い」で 

確認することができます。 

 

 

※送付書で、「提出区分」を自動設定にしている場合、削除した帳表の「提出区分」のチェックも削除されます。 

 

 

 

１ 

２ ①電子申告データ作成が完了すると、[手続き一覧] 

  に作成したデータ毎に手続き名が表示されます。 

内容を確認する手続き名をクリックします。 

 

 

所得税電子申告データに PDF ファイルの書類を添付することができます。 F3 添付書類 でおこないます。詳し

い操作につきましては F1 ヘルプ をクリックし、ヘルプ内の「【国税】添付書類のイメージデータによる提出 操作

説明≫」を参照ください。添付可能な書類は以下の国税庁 HPを参照ください。 

http://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/imagedata/shinkoku01.pdf 

 

②[帳表一覧]にデータ作成した帳表が表示され、 

各帳表をクリックするとプレビューされます。 

※作成された全帳表をまとめてプレビューする場合は 

先頭の “－所得税及び復興特別所得税申告”を 

クリックします。 

※個人番号（マイナンバー）を入力している場合は 

“＊＊＊”が表示されます。 
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５－３ 署名添付 
作成されたデータに署名添付をおこないます。 

① [手続き一覧]から、署名添付をおこなう手続き名を選択します。 

   すべて選択 をクリックすると、[手続き一覧]にある手続き名をすべて選択できます。 

下記説明は、顧問先（納税者）毎に署名添付する方法です。複数の顧問先（納税者）を一括に署名添付されたい場合

は、テクニカルセンターニュース 2024 年 2 月号付録 P.26 をご参照ください。 

④ 署名する利用者を選択し、 次へ をクリックします。 

・代理送信の税理士の署名は「税理士」を選択 

・顧問先（納税者）が本人で申告する場合や、税理士本人

の申告の場合は納税者を選択 
※利用者を誤って署名添付した場合は、再度、電子申告データ
作成をおこなってください。 

 

４

0 

⑤ ＩＣカードをセットし、[IC カード]、「認証局サービス名」を選択 

   し、 F3 次へ をクリックします。 

第五世代（紫色）の電子証明書の場合は 

“日税連 税理士用電子証明書（第四世代・第五世代）”を

選択します。※マイナンバーカードの場合はテクニカルセン

ターニュース 2024 年 2 月号付録 P.40 をご参照ください。 

 

５

1 

以上で電子申告データの署名添付処理は終了です。 

⑦  ＩＣカードのパスワード（ユーザーＰＩＮ）を入力し、    

ＯＫ  をクリックします。 

 

７ 

   

③ 「選択した手続きの署名添付をおこないますか？」は、 

 はい をクリックします。 

 

⑥ 電子証明書の内容が表示されます。 

内容を確認し、 F10 開始 をクリックします。 

 

１ ② 署名添付 をクリックします。 

  ファンクションキーの Ｆ８ 署名添付 でも同じ動作をします。 

 

６ 

３ 

2 

 

21 



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子申告データを国税庁受付システムへ送信します。 

※電子申告システム グループメニュー【02 国税 申告処理】⇒『33 データ送信』でも同じ画面を開く事ができます。 

④ 確認メッセージの内容を確認のうえ、はい とします。 

※代理送信の場合は「送信者」、「利用者識別番号」には   

税理士の情報が表示されているかご確認ください。 

３ 

４ 

③ 国税庁受付システムへのログイン画面が表示されます。 

代理送信をおこなう会計事務所（税理士）の利用者識別番号

と暗証番号を入力して OK をクリックします。 

５ 

以上でデータ送信処理は終了です。 

５－４ データ送信 

下記説明は顧問先（納税者）毎にデータ送信をする方法です。複数の顧問先（納税者）を一括で送信された

い場合は、テクニカルセンターニュース 2024 年 2 月号付録 P.28 をご参照ください。 

１ 
① [手続き一覧]から、送信をおこなう手続き名を 

選択します。 

   （ すべて選択 をクリックすると、[手続き一覧]に 

ある手続きをすべて選択することができます。） 

② F９ 送信 をクリックします。 

２ 

メッセージボックスにフォルダを作成している場合は、 

ログイン後にフォルダの選択画面が表示されますので、

受信通知を格納するフォルダを選択してください。 

 

 ⑤ 送信後、〔国税 メッセージボックス〕画面が表示され、 

即時通知が届きます。必要に応じて 

 Ｆ７ プレビュー Ｆ８ ファイル保存 Ｆ９ メール送信  

をおこない Ｆ１２ 終了 をクリックします。 

「ログアウトしますか？」は「いいえ」を選択します。 

（「即時通知」は国税庁受付システムに送信した情報が届いた 

ことを通知するものです。申告した内容が正しく受け付けられ 

ているかについては、次ページのメッセージボックスの「受信 

通知」で確認するためログイン状態で処理を継続します。） 
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送信したデータが正しく受け付けられたか確認します。 

※電子申告システム グループメニュー【02 国税 申告処理】⇒『34 メッセージボックス』でも同じ画面を開く事ができます。 

代理送信をおこなった場合は、会計事務所（税理士）の利用者識別番号でログインし確認します。 

（受信通知は代理送信をおこなった会計事務所（税理士）と顧問先（納税者）に届きます。） 

受信通知から下記の情報入手や処理がおこなえます。 

・ Ｆ５ 送付書 

 郵送等で提出する帳表や資料がある場合に使用します。送付書を印刷し郵送等で提出するものに添えて所轄税務署へ 

 提出してください。 

・ Ｆ６ ダウンロード 

 電子申告データをダウンロードすることができます。このファイルだけでは利用できませんので、ｅ－ＰＡＰやｅ－Ｔａｘ等 

 の電子申告ソフトに取り込む必要があります。 

・ Ｆ７ 複数出力  Ｆ７ プレビュー 

  受信通知の内容を、プレビュー、印刷することができます。複数の受信通知を選択すると Ｆ７ 複数出力 になります。 

・ Ｆ９ ダイレクト納付 

  ダイレクト納付の手続きが完了している場合に、ダイレクト納付の情報を送付します。 

（テクニカルセンターニュース 2024年 2月号付録 P.30参照） 

 

 

５―５ 送信結果確認 

１ 

① F1０ ﾒｯｾｰｼﾞﾎﾞｯｸｽ をクリックします。データ送信処理

後にログアウトした場合は、ログインの画面が表示され

ます。 

メッセージボックスにフォルダを作成している場合は、 

ログイン後にフォルダの選択画面が表示されますので、

受信通知を表示するフォルダを選択してください。 

「新規メッセージ取得・表示」を選択して電子証明書で認

証してください。 

＜絞り込み＞ 

会計事務所の利用者識別番号でログインした場合、 

メッセージボックスには電子申告をおこなったすべての 

顧問先のメッセージが管理されています。 

「絞り込み」で“選択中の顧問先”をチェックすると現在選択し

ている顧問先の受信通知のみ表示されます。 

３ 

 ② 受付日時を参考に送信した手続きをクリック 

します。「受付結果」に“受付完了”の表示が 

あれば申告は完了しています。 

  POINT 

   画面上（絞り込みの横）に 

   “未読のエラー通知を受信しております。   

   絞り込み「すべて」で確認できます”と 

表示されている場合はテクニカルセンターニュース

2024 年 2 月号付録 P.43 の Q&Aをご参照ください。 

 

２ 

 ③ 受信通知の確認が終わりましたら 

F1２ 終了 をクリックし画面を終了します。 

「ログアウトしますか？」は「はい」とします。 
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５－６ 電子申告完了報告書出力 

 電子申告完了報告書を印刷します。完了報告書はエッサムオリジナルの報告書です。 

公的機関の帳表ではありませんので、顧問先に対して電子申告が完了したことを連絡するための 

報告書などにご使用ください。また、帳表に完了印を押印する機能もあります。 

※グループメニュー【02 国税 申告処理】⇒『35 電子申告完了報告書出力』でも同じ画面を開く事ができます。 

④ F10 開始 をクリックします。 
【電子申告完了報告書出力】画面が表示されます。 

【メッセージボックス】が表示されます。 

メッセージボックスにフォルダを作成している場合
は、ログイン後にフォルダの選択画面が表示されま
すので、受信通知を表示するフォルダを選択してくだ
さい。 

完了報告書を作成したい受信通知が表示されてい

ない場合は、メッセージボックスを確認してください。 

 

③ 『電子申告完了報告書』に出力するコメントを入力します。 

（初期値が入力されていますので必要に応じて訂正します） 

【受信通知一覧】画面 

３ 

４ 

 POINT！ 

複数の顧問先を一括で印刷したい場合は、トップメニュー『26 電子申告（事前登録・一括送信）』⇒

グループメニュー【02 国税 申告処理】⇒『35 電子申告完了報告書出力』でおこなえます。 

１ 

① F11 完了報告  をクリックします。 

  

２ 

② 完了報告書を作成する受信通知を選択（✓）します。 

※複数の受信通知も選択できます。 
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⑥出力設定をおこないます。 
 
・表紙出力形式 

表紙選択 をクリックし、4 種類の表紙から使用する表紙を選択できます。 
※電子申告完了報告書を『電子申告ポケットフォルダー』に綴じた時に、窓（ポケット）から納税者名が確認 
できる表紙が選択できます。 

 
・１ページ当たりの出力手続き 
  申告税目が複数あった場合、電子申告完了報告書の出力方法を選択します。 
  「2 手続き」…1 ページに 2 つの申告税目を出力します。 
  「1 手続き」…申告税目ごとに改ページして出力します。 
 
・個人帳表出力形式 
  「主要申告書」…主要な帳表のみ出力します。 
  「すべての帳表」…すべての帳表を出力します。 
 
・完了押印形式 

   『電子申告 帳表（主要申告書・送付書）』の出力時に各帳表に完了押印を出力することができますので、 

必要に応じて指定します。 

※『財産債務調書（及び同合計表）』の完了押印の出力は電子申告データ作成画面でおこなえます。  

詳細はテクニカルセンターニュース 2024 年 2 月号付録 P.45 のＱ＆Ａをご参照ください。 

 

【受信通知一覧】で選択（✓）した 

受信通知が表示されています。 

⑤ 『電子申告 完了報告書 表紙』『電子申告 完了報告書』 

『電子申告 帳表一覧表』『電子申告 帳表』が出力できます。 

必要な帳表の部数を指定します。 

⑦ F９出力開始 をクリックします。 

Ⅷ 電子申告完了報告書出力 

７ 

５ 

６ 

25 



 

 

 

 

 

 

ｅ－ＰＡＰ 

個人用消費税申告マニュアル 

テクニカルセンターニュース 2024年 3月号付録 

発行：株式会社 エッサム テクニカルセンター 

 


